別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 岐阜県人権擁護委員連合会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　人権施策推進課　人権啓発担当　電話番号：058-272-1111（内2443）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11227@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：280千円（前年度予算額：280千円）
	事業内容


	１　事業の内容


岐阜県人権擁護委員連合会が実施する人権擁護に関する様々な活動、調査研究等に対して補助金を交付することにより、県民の人権擁護活動、人権思想の普及高揚を促進する。
	２　所要経費


・補助金（定額補助）　　　　　　　　　　　280千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

　・人権教育・啓発に総合的に取り組む
	２　これまでの取組状況


岐阜県人権擁護委員連合会は、人権擁護委員法に基づき、全国的に組織された団体で、以下様々な啓発活動等を実施しており、当該団体の活動支援を図るため補助金を交付している。
＜人権擁護委員連合会の主な活動等＞
　　・人権週間(12/4～10）における特設相談所
　　・「女性の人権ホットライン」「子どもの人権110番」強化週間における相談活動
　　・人権擁護委員の日（6/1）における特設相談所
　　・人権啓発冊子作成・配布事業
　・全国中学生人権作文コンテスト岐阜県大会の開催
	３　これまでの取組に対する評価


　岐阜県人権擁護委員連合会は、県民に対して、これまで多彩な啓発活動を実施しており、県施策の一翼を担っていると言える。こうした啓発活動に対して補助を行うことにより、県の人権施策の推進が図られている。
  また、最近の社会情勢においても、学校等におけるいじめ、ＤＶ、児童・高齢者等への虐待、インターネットによる人権侵害など様々な人権問題が発生しており、今後もより一層、人権救済機関としての役割が高まることから、継続して補助を行っていく。                          
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	280
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	280

	要求額
	280
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	280
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